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基本情報 

●標識再捕調査の知見に基づい
て、日本海、東シナ海、瀬戸内
海を一つの資源として評価。 

 
●雄は2歳、雌は3歳で成熟する。 
 
●2012年は163万尾の人工種苗
が放流された。 
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府県別漁獲状況（重量換算） 

  石川 福井 京都 鳥取 島根 山口 福岡 佐賀 長崎 熊本 鹿児島 
有明海

0歳 
計 

日本海･  
東シナ海 

7 5 2 3 3 39 58 6 16 7 1 4 155 

                          

  宮崎 大分 愛媛 山口 広島 岡山 兵庫 香川 徳島 和歌山 計 合計 

瀬戸内海 1 20※ 22※ 18 3 2 6※ 7 0.2 0.4※ 80 234 

○資源評価票からの引用 
 ・漁期年（４～３月）集計 
 ・※概数値 

（トン） 平成24年漁獲量 

●九州西岸～日本海～瀬戸内海の各府県で漁獲 
●様々な大きさのトラフグを多様な知事管理漁業により漁獲 
●重量換算と尾数換算では構成割合に大きな違い 
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トラフグ日本海・東シナ海・瀬戸内海系群 
の資源状況 
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長期資源量指標の推移 
（下関唐戸魚市場のトラフグ取扱量） 

資源量の推移 
詳細な評価 

717トン 

114トン 

●資源水準は低位、動向は減少で、資源は危機的な状態である。 
●人工種苗の放流、漁期規制、全長制限が実施されているが、資
源量の回復の兆しはない。 
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(2002-2012年の平均） 

0歳：有明海の釣り、瀬戸内海の小型
定置網、底曵網、釣り、延縄が漁
獲 

0歳：49.6% 

1歳：日本海・東シナ海の延縄、瀬戸内
海の延縄、釣り、底曵網で漁獲 

1歳：23.5% 

2〜6歳以上：日本海・東シナ海の延
縄、定置網、有明海の釣り、瀬戸
内海の定置網、袋待網で漁獲 

2歳12.8% 

3歳：7.0% 

4歳：2.8% 
5歳：2.3% 

6歳以上：2.0% 

若齢魚に漁獲が偏っている。 

漁獲尾数の年齢構成 
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海域別年齢別漁獲尾数 
有明海では0歳が、瀬戸内海では0〜1歳が、日本海、東シナ海で
は、1〜2歳が漁獲の中心。 
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産卵親魚重量と再生産成功率の推移 

●2006年以降、再生産成功率は減少傾向。 
●産卵親魚重量も2014年以降大きく減少すると予測される。 
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※有効放流尾数：放流場所、放流サイズ、尾びれ欠損の
度合で試算された有効な放流尾数 
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放流尾数の推移 
●近年、毎年約１６３万尾の人工種苗が放流されている。 

●天然稚魚の成育場に全長７cm以上で尾びれの欠損のない人工
種苗を放流しなければ、効果は期待できない。 
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天然魚 

０歳魚資源尾数の推移とその内訳 
０歳魚に占める放流魚の割合は平均20%でその割合は増加傾向。 
天然０歳魚の加入量の減少が著しい。 
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※放流の有効化：天然稚魚の成育場に全長７cm以上で尾びれの欠損のない人工種苗を放流
すること。 

条件別の資源量予測の推移 
●全ての種苗放流を有効化した場合でも、現状の漁獲圧の継続で
は現状の資源量を維持できない。 

●種苗放流の有効化だけでなく、漁獲圧削減を併せることで資源
量の回復が期待され、早急に取り組む必要がある。 
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まとめ 

●若齢に漁獲が偏っている。 
 
●資源水準は低位、減少で危機的な状態。 
 
●再生産性効率の低下が近年の資源減少の大きな要因。 
 
●0歳資源尾数に占める放流魚の割合は増加傾向。 
 
●現状の漁獲と種苗放流が継続された場合、資源量は減少していくと推定。 
 
●種苗放流の有効化だけでなく、漁獲圧削減を併せることで資源量の回復

が期待される。 
 
●漁獲圧の削減に当たっては、各産卵場における産卵親魚及び生育場など

における未成魚を対象とした漁獲規制や保護（再放流）が重要。 
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平
成

2
6
年

5
月

2
0
日

 

西
日

本
延

縄
漁

業
連

合
協

議
会
  

西
日
本
延
縄
漁
業
連
合
協
議
会
に
よ
る
ト
ラ
フ
グ
資
源
管
理
の
取
り
組
み
に
つ
い
て
 

 
１
 
協
議
会
の
沿
革
お
よ
び
過
去
の
取
組
み
 

・
昭
和
５
７
年
、
東
シ
ナ
海
、
黄
海
の
操
業
秩
序
維
持
を
目
的
と
し
て
、
山
口
、
福
岡
、
佐
賀
、
長

崎
、
大
分
の
５
県
の
ト
ラ
フ
グ
延
縄
漁
業
者
が
「
西
日
本
遠
洋
延
縄
漁
業
連
合
協
議
会
」
を
組

織

化
。
 

・
昭
和
６
３
年
、
大
分
が
脱
退
し
、
「
西
日
本
延
縄
漁
業
連
合
協
議
会
」
と
し
て
新
た
に
設
立
。
 

・
地
元
漁
船
と
他
県
漁
船

、
大
型
漁
船
と
小
型
漁
船

、
浮
延
縄
と
底
延
縄
な
ど

の
間
で
の
操
業
ト
ラ
ブ

ル
回
避
の
た
め
に
様
々
な
ル
ー
ル
作
り
を
行
い
、
漁
場
利
用
に
関
す
る
調
整
を
実
施
。
 

・
禁
漁
期
間
の
設
定
や
、
小
型
魚
（
全
長

2
0
c
m
以
下
）
再
放
流
と
い
っ
た
資
源
管
理
に
も
取
り
組
む
 

 
２
 
現
在
実
施
中

の
取
組
み
 

○
資
源
管
理

 
・
平
成
１
７
年
、
九
州
・
山
口
北
西
海

域
（
瀬
戸
内
海
、
有
明
海
、
八
代
海
除
く
）
ト
ラ
フ
グ
広
域

資
源
回
復
計
画
を
策
定
し
、
資
源
管
理
を
開
始
。
 

・
平
成
２
４
年
よ
り
広
域
資
源
管
理
方

針
に
移
行
し
資
源
管
理
を
継
続
中
。
 

 （
主
な
内
容
）

(
資
料

１
、

資
料

２
）
 

・
産
卵
親
魚
保
護
を
目
的
と
し
て
禁
漁

期
間
を
さ
ら
に
延
長
。
 

・
小
型
魚
の
再
放
流
サ
イ
ズ
を
原
則
全

長
2
5
c
m
以
下
に
拡
大
。
 

・
５
ト
ン
以
上
の
ト
ラ
フ
グ
延
縄
漁
船
の
操
業
隻
数
の
上
限
を
設
定
。
 

 
○
種
苗
放
流

 
・
毎
年

1
5
0
万
尾
前
後
の
種
苗
を
放
流
。
 

・
健
苗
性

の
高
い

7
0
m
m
以
上
の
大
型
種
苗
を
、
生
息
適
地
に
放
流
し
、
放
流
効
果
を
高
め
る
工

夫
を

実
施
。
 

 ○
付
加
価
値
向
上
対
策

 
・
「
下
関
ふ
く
」
「
鐘
崎
天
然
と
ら
ふ
く
」
と
ネ
ー
ミ
ン
グ
。
 

・
マ
ス
コ
ミ
や
都
市
圏
で
の
露
出
を
増
や
し
認
知
度
向
上
を
図
る

P
R
活
動
を
展
開
。
 

・
地
元
の
観
光
協
会
な
ど
と
提
携
し
て
ト
ラ
フ
グ
食
の
普
及
活
動
を
実
施
。
 

 
３
 
問
題
点
 

・
資
源
管
理
や
種
苗
放
流
を
実
施
し
て
い
る
が
、
資
源
は
今
後
減
少
す
る
と
予
測
。
 

・
資
源
の
現
状
維
持
の
た
め
に
は
種
苗
放
流
増
加
と
さ
ら
な
る
操
業
規
制
が
必
要
で
あ
る
が
、
漁
業
者

の
経
営
状
況
の
悪
化
か
ら
、
今
以
上
の
取
り
組
み
強
化
は
極
め
て
厳
し
い
状
況
。
 

・
近
年
の
資
源
減
少
の
大
き
な
要
因
は
、
自
然
的
要
因
に
よ
る
再
生
産
成
功
率
の
低
下
と
推
定
。
 

・
広
域
回
遊
し
、
様
々
な

漁
法
で
漁
獲
さ
れ
る
魚
種
の
資
源
回
復
に
対
す
る
負
担
を
、
取
り
組
み
を
行

っ
て
き
た
４
県
は
え
縄
だ
け
に
、
さ
ら
に
負
わ
せ
ら
れ
る
こ
と
に
は
疑
問
。
 

・
ト
ラ
フ
グ

資
源
の
危
機
的
状
況
は
、
地
域
雇
用
、
流
通
業
界
、
ト
ラ
フ
グ
魚
食
文
化
に
も
大
き
な
影

響
を
及
ぼ
す
。
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４
 
国
へ
の
お
願
い
 

・
平
成

2
5
年
８
月
、
ト
ラ
フ
グ
の
資
源
管
理
を
進
め
る
う
え
で
の
問
題
点
を
踏
ま
え
、
協
議
会
の
 

総
意
と
し
て
、
国
に
以
下
の
要
望
を
行
っ
た
。
 

 ①
  

広
域

回
遊

魚
で

あ
る

ト
ラ

フ
グ

の
種

苗
放

流
に

つ
い

て
は

、
特

定
の

県
ご

と
に

実
施

す
る

の
で

は
な

く
、

国
の

責
任

に
お

い
て

適
正

規
模

の
把

握
と

放
流

の
実

施
、

さ
ら

に
事

業
の

拡

大
に
努
め
る
こ
と
。
 

 

②
  

瀬
戸

内
海

等
で

の
再

生
産

成
功

率
低

下
に

か
か

る
原

因
究

明
と

そ
の

対
策

を
講

じ
る

こ
と

。
 

 ③
  

ト
ラ
フ
グ
資
源
回
復
の
た
め
、
漁

業
者
に
新
た
な
操
業
規
制
が
課
せ
ら
れ
る
場
合
は
国
が

責
任
を
も
っ
て
そ
の
補
償
を
行
う
こ
と
。
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(
資

料
１

）
 

  
日

本
海

・
九

州
西

広
域

漁
業

調
整

委
員

会
指

示
の

概
要

 
             

（
九

州
・

山
口

北
西

海
域

ト
ラ

フ
グ

広
域

資
源

管
理

関
係

）
 

 １
 

指
示

第
３

８
号

（
承

認
制

・
届

出
制

の
実

施
）

 
 （

１
）

承
認

制
・

届
出

制
の

実
施

 
①

 
承

認
制

対
象

船
舶

：
総

ト
ン

数
５

ト
ン

以
上

の
と

ら
ふ

ぐ
は

え
縄

漁
船

と
す

る
。

 
②

 
承

認
隻

数
の

上
限

：
県

ご
と

に
承

認
隻

数
の

上
限

を
定

め
る

。
 

  
 

 
 

 
〔

県
別

承
認

隻
数

上
限

〕
 

県
 

名
 

承
認

隻
数

上
限

 
   
      

 
山

 
口

 
県

 
５

８
隻

 
  

福
 

岡
 

県
 

８
６

隻
 

  
佐

 
賀

 
県

 
２

２
隻

 
  

長
 

崎
 

県
 

９
５

隻
 

  
熊

 
本

 
県

 
 

１
隻

 
  

広
 

島
 

県
 

 
９

隻
 

 
③

 
届

出
制

対
象

船
舶

：
総

ト
ン

数
５

ト
ン

未
満

の
と

ら
ふ

ぐ
は

え
縄

漁
船

と
す

る
。

 
 （

２
）

承
認

番
号

の
表

示
 

承
認

を
受

け
た

者
に

あ
っ

て
は

、
船

舶
の

船
橋

両
側

の
見

や
す

い
場

所
に

承
認

番
号

を

表
示

す
る

。
 

 （
３

）
漁

獲
成

績
報

告
書

の
提

出
 

操
業

ご
と

に
漁

獲
成

績
報

告
書

を
記

入
し

、
承

認
又

は
届

出
に

基
づ

き
操

業
し

た
期

間

（
平

成
２

６
年

９
月

～
平

成
２

７
年

３
月

）
分

を
ま

と
め

て
平

成
２

７
年

４
月

３
０

日
ま

で
に

提
出

す
る

。
 

 （
４

）
指

示
の

有
効

期
間

 
平

成
２

６
年

４
月

１
日

か
ら

平
成

２
７

年
５

月
３

１
日

ま
で

 
（

注
：

承
認

又
は

届
出

に
基

づ
く

操
業

期
間

は
平

成
２

７
年

３
月

３
１

日
ま

で
）

 
 ２

 
指

示
第

３
９

号
（

操
業

期
間

の
制

限
等

）
 

 （
１

）
操

業
期

間
の

制
限

 
 

 
 

海
域

を
５

つ
に

分
け

、
海

域
及

び
漁

法
ご

と
に

休
漁

期
間

を
設

定
す

る
。

 
 （

２
）

小
型

魚
の

再
放

流
 

 
 

 
全

長
２

５
㎝

（
一

部
海

域
で

は
２

０
㎝

）
以

下
の

と
ら

ふ
ぐ

を
採

捕
し

た
と

き
に

は
再

放
流

す
る

。
 

 （
３

）
指

示
の

有
効

期
間

 
 

 
 

平
成

２
６

年
４

月
１

日
か

ら
平

成
２

７
年

３
月

３
１

日
ま

で
 

 

ryosuke_katsumata
タイプライターテキスト
14



1
3
0
ﾟ
E

3
4
ﾟ
N

1
3
1
ﾟ
E

1
2
8
ﾟ
E

1
2
9
ﾟ
E

1
3
0
ﾟ
E

3
3
ﾟ
N

3
2
ﾟ
N

3
6
ﾟ
N

3
5
ﾟ
N

ト
ラ
フ
グ
広
域
資
源
管
理
方
針
に
係
る

3
4
ﾟ
N

3
3
ﾟ
N

3
2
ﾟ
N

1
3
1
ﾟ
E

Ａ
海
域

Ｂ
海
域

Ｃ
海
域

Ｄ
海
域

Ｅ
海
域

浮
縄
：
３
月
2
1
日
～
1
2
月
９
日

底
縄
：
４
月
１
日
～
８
月
3
1
日

浮
縄
：
３
月
2
1
日
～
1
1
月
3
0
日

底
縄
：
４
月
１
日
～
８
月
3
1
日

浮
縄
：
３
月
2
1
日
～
９
月
3
0
日

底
縄
：
４
月
１
日
～
９
月
3
0
日

浮
縄
：
４
月
１
日
～
1
0
月
3
1
日

底
縄
：
４
月
１
日
～
1
0
月
3
1
日

浮
縄
：
４
月
１
日
～
1
0
月
3
1
日

底
縄
：
４
月
１
日
～
1
0
月
3
1
日

(
資
料
２
)

ryosuke_katsumata
タイプライターテキスト
15



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

(第
3
回
資
源
管
理
の
あ
り
方
検
討
会
 
中
村
参
考
人
配
布
資
料

) 

 ○
ト
ラ
フ
グ
単
価
（
下
関
市
南
風

は
え

ど

泊 ま
り

市
場
）
の
推
移
 

1
ｋ
ｇ
単
価
は
、
1
9
9
1
年
 
1
1
,
2
1
4
円
 
→
 
2
0
1
4
年
 
4
,
8
2
4
円
 

0

2
,
0
00

4
,
0
00

6
,
0
00

8
,
0
00

1
0
,
00
0

1
2
,
00
01
9
8
8年

1
9
9
3年

1
9
9
8年

2
0
0
3年

2
0
0
8年

1ｋｇ単価（円）

南
風
泊
市
場
天
然
ト
ラ
フ
グ
単
価
の
推
移

 
○
燃
油
単
価
（
A
重
油
と
軽
油
の
単
純
平
均
）
の
推
移
 

１
Ｌ
単
価
は
、
2
0
0
6
年

1
月
 
５
８
円
 
→
 
2
0
1
4
年
５
月
 
８
８
円
 

0 20 40 60 80

100

120

140

1リットル単価（円）

燃
油
単
価
の
推
移
（
福
岡
県
漁
連
）

 

１ｋｇ単価（円） 

１リットル単価（円） 

ryosuke_katsumata
タイプライターテキスト
16



      ～種苗放流と効果調査～ 
①長崎県では、総合水産試験場の研究成果に基づき、Ｈ
１６年度から東シナ海資源の補給源（産卵場）の一つで
ある有明海において適サイズ（７ｃｍ）５０万尾の種苗
放流を毎年実施し、H25年度までに合計500万尾を放
流した（図１）。 

②放流魚は有明海から外海域に索餌回遊し、成熟後（２
歳～）には高い回帰性（９５％の回帰率）により、再び
有明海に産卵回帰する（図１）。 
③放流効果が広域に及ぶことから山口、福岡、佐賀、熊
本県との連携により標識魚（胸鰭切除）の混入率調査を
実施（図2）し、回収率等放流効果を推定している。 

有明海におけるトラフグ大量放流の取り組みと効果について 

        ～放流効果～ 

①H25年度末までの全放流群の回収重量は１０９トン、
回収金額は３９１百万円と推定された。 

②この内、初年度（Ｈ１６年）に放流した５０万尾の9歳
（H2５年度末）までの放流効果は、回収率7.7%、回収
重量１８トン、回収金額は６７百万円と推定され、費用対
効果は1.8（種苗経費３７百万円）を示した。 

③系群全体では資源水準：低位、資源動向：減少である
が、有明海では当歳魚の加入量が増加し、放流魚の産卵回
帰により親魚資源水準は徐々に増加する等の放流効果がみ
られている（図3）。 

図２ 市場で検出された胸鰭切除標識魚 

図３ 有明海における資源水準の動向 

図１ 系群に関係する主な産卵場（ ）、有明海の 
   放流場所（ ）並びに放流魚の回遊想定 
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１．科学的知見の充実 
①生態把握、資源減少要因の解明 
②小型魚再放流の効果検証等 

今後の国の方向性 

２．トラフグを漁獲する全ての関係漁業
者などが参加し、資源管理の取り組みを
検討 
①延縄漁業者によるこれまでの取り組 
みの効果検証を踏まえた継続と強化 
②小型定置網、小型底引き網等による未
成魚漁獲の抑制 

３．資源管理と種苗放流の連携による効
果的な資源増大 

①放流種苗を効果的に再生産に結びつけ
る資源管理手法の検討 

②関係県の連携による放流効果が高い海
域への放流、健苗の生産、受益を踏まえ
た費用負担など 

長崎県の意見 
１．資源評価の精度向上のために必要 
①生態把握や資源減少要因解明のためには、各産卵場毎に幼稚魚
期における漁獲の実態（時期、大きさ、数量）に関するデ－タを
把握し、産卵場毎の評価が必要 

②小型魚再放流の効果検証のためには、小型魚への標識付けと現
在の種苗放流のモニタリング体制により検証は可能である。 

※（独）水研センタ－がＨ23年に有明海湾奥で当歳魚再放流を
試験的に実施し、効果を把握（種苗放流の３倍程度の効果）。 

２．外海域延縄漁業と補給源（有明海や瀬戸内海）の関連
漁業が連携し全生活史が網羅出来る資源管理の体制づくり
が必要 
①延縄漁業については、九州・山口等６県がＨ１７年より資源回
復計画（Ｈ２４年以降：広域資源管理方針）に基づき、親魚保護
等の管理措置や種苗放流を既に実施しているが、単価の低迷や経
費増の現状を踏まえると継続は可能だが強化は困難。 
②補給源における未成魚の漁獲抑制を行うにあたっては、混獲入
網する小型定置網等に比べ、積極的に当歳資源を利用している有
明海湾奥（釣）を対象とした実証規模での取り組みが有効である。 

３．具体的な目標設定と達成のための管理措置や必要種苗 
放流数の検討が必要。 
①種苗放流の効果発現のためには、上述した小型魚保護を組み 
合わせた管理措置が効果的。 
②放流適サイズ（７ｃｍ）・高品質（尾鰭正常）種苗の安定確 
保のための共同生産体制の確立と九州・瀬戸内海海域が連携し 
た共同放流体制（応分の受益負担等）の構築と併せて全数適地 
放流による有効放流尾数の増加 
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